
自治体が活用する
再エネ交付金とは何か？

そのポイントは？



国策：脱炭素宣言で再エネ市場が新たに活性化 2

①ESG投資＝ゼロカーボンシフト企業として投資家へ訴求
「企業の持続的な成長のためにはESGに取り組み、環境や社会の持続可能性を確保することが重要」
との考え企業や投資家の間で浸透
⇒環境省の「ESGファイナンス・アワード・ジャパン」のSBTが受賞に向けて

②国土交通省と環境省/経済産業省の3省
省エネ基準適合義務化の流れ
※国が自治体や再エネ設備へ補助金

③再エネ第三者所有モデル（ＰＰＡモデル/リース）1,571億円（27.1倍）
住宅向では中小ビルダーの提案、非住宅向では中小規模施設の導入が活発化
※ 2030年度国内市場予測（2019年度比）

https://www.fuji-keizai.co.jp/file.html?dir=press&file=20102.pdf&nocache

３月2日に地球温暖化対策推進法の改正案が閣議決定されました。

通常国会での成立が見込まれ、「2050年までの『脱炭素社会』の実現」などが法律で明記されることなる【改
正ポイント】
１．「2050年カーボンニュートラル」に対して法的根拠を持たせる
- 政策の継続性に対して信頼を⾼め、投資家に対して投資予見性を高める

２．⾃治体が再エネ事業の促進区域を設定
- 全国で100以上の⾃治体が再エネ設備の導入を規制する条例を制定

３．情報開示の在り方を変えたこと
- 企業の温暖化ガス排出量情報をデジタル化・オープン化



国策：地域の実施体制構築 地域の実情で事業をするプレーヤーが重要 3

地方自治体・
金融機関

中核企業等が
主体的に参画

地域において、行政・金融機関・中核企業等が主体的に参画した体制を構築し、
脱炭素と地域課題を同時解決する事業や政策を実行していく。

ガス・電気・石油事業者

・エネルギーインフラの確保
・営業網・ノウハウの活用

商工会議所・中小企業

・省エネ再エネ投資
・サプライチェーン対応

公共施設・学校・病院

・自家消費太陽光、ZEB化、木造化

交通機関・運輸・観光事業者

・電動車カーシェア、充電インフラ
・サスティナブルツーリズム

小売店

・CO2削減にポイント付与
・食品廃棄削減、古着回収

工務店・工事店

・ZEH・ZEB、断熱改修
・屋根置き太陽光

農林漁業者・農業法人

・営農型再エネ、スマート農業
・森林整備

サポート
温暖化センター、省エネセンター
大学・研究機関 等

①
ニーズ課題 &
強み機会の把握

②
事業政策
企画立案

③
実施体制
事業資金

④
合意形成
計画策定

⑤
実施

進捗確認

この策定
業務が重要

★地域の実情に沿って、実行する政策・事業の一例（環境省例示）

温対法に基づく地域共生型再エネの促進(ポジティブゾーニング等)、再エネ電気や設備の共同購入

地域ごとのCO2削減ポイントの運営、行政と小売店等が協力する食品廃棄対策の研修

CO2排出ゼロ電気で走る公共交通(自動運転バスやLRT等)、公用車の電動化



環境省再エネ交付金 4

https://www.env.go.jp/guide/budget/r04/r04juten-sesakushu/1-1_01.pdf

https://www.env.go.jp/guide/budget/r04/r04juten-sesakushu/1-1_01.pdf


事業内容 5

一定地域民間電力消費Co2ゼロ
＝再エネポテンシャル＋基盤インフラ（蓄電池、エネマネ、水素）＋省Co2設備（ZEH、ZEB、ゼロドラ、各種機器）



事業内容抜粋 6

今までと異なるポイント
自然吸収がカウント出来る（保全活動）、エリアの類型にも配慮、ガイドライン等の協力、数年度出来るスキーム



補助金と交付金の違い 7

項目
補助金 交付金

補助金 助成金 交付金 負担金

支給の対象 特定の事業
特定の目的（投
資・支出）

一定の事業全体 一定の事業全体

支給元
国・地方公共団
体・各種団体

国・地方公共団
体・各種団体

国・地方公共団
体

原則 国

支給先 一般企業 一般企業
一定の企業・団
体

地方公共団体・
各種団体

返済の要・不要 不要 不要 不要 不要

審査 要
不要（ただし申
請は必要）

不要（ただし申
請は必要）

不要（ただし申
請は必要な場合
が多い）

金額 数十万円～数百万円程度
数十万円～億単位のものまでさまざ
ま

補助率 2分の1～3分の2程度 全額給付が多い

期間 半年程度の短期が多い 複数年にまたがる場合が多い

複数年度、決定されると審査でなく申請になる。
ただし各地で委員会等の設置は必要になる可能性が高い
（審査のエビデンス）

交付スキームを理解すること
市町村交付・・そのあと入札で決定
民間共同だと公共団体通じて事業主体交付が可能

民間が共同でやる場合は、
この仕組みを作ることが重要

地方公共団体等
国若しくは地方公共団体若しくはこれらの機関、公
益に関する団体であつて営利を目的としないもの又
は公益に関する事業であつて営利を目的としないも
の

公益社団法人、公益財団法人、特別法に基づき設立
された社会福祉法人、学校法人、医療法人、宗教法
人、特定非営利活動法人、独立行政法人

ポイントは、NPO団体等を上手に使うこと及び組織
をミラーで作ること

（各省庁や交付金・補助金によってこの範囲が若干
異なるので注意やロビーで解決）



選定地域の重要な条件の一つ ゼロカーボンシティ宣言 8

自治体が ２０５０年カーボンニュートラルを表明し登録されているかが重要
・・・ やってない場合は、この表明が一歩

https://www.env.go.jp/policy/zerocarbon.html

https://www.env.go.jp/policy/zerocarbon.html


交付金の前提になる目標策定業務が出来ているか 9

自治体が二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（再エネの最大限の導入の計画づくり及び地域人材の育成を通じた持続可能でレジリエント
な地域社会実現支援事業）等を使って目標策定出来ているかも重要

https://www.env.go.jp/policy/local_re/keikakudukuri/post_149.html

https://www.env.go.jp/policy/local_re/keikakudukuri/jitsugenhousaku.pdf

https://www.jeas.or.jp/news/000041.html

同等な補助金が継続で出て
いるので自治体が策定して
いるかがカギ

https://www.jeas.or.jp/news/000041.html
https://www.jeas.or.jp/news/000041.html
https://www.jeas.or.jp/news/000041.html


各条例の体系整理 10

行政（国・県）

国における低炭素・脱炭素施策（環境省） 都市計画ビジョン（国土交通省） まち・ひと・しごと創生長期ﾋﾞｼﾞｮﾝ（総務省）

民間活用 行政（地方自治体）

長期振興計画（総合計画）
超長期目標や目指す姿

人口ビジョン
人口の将来展望や地域経済状況の把握

と分析

都市計画マスタープラン

環境基本計画・エネルギー計画
各項目の推進目標・方針

総合戦略
人口維持、活性化の目標施策

土地利用
エネルギー利用

整合

地域毎

人口ビジョン実現のため
の目標設定

アイテム（各省庁で少しずつ異なります）

・魅力ある移動、交通システム
・ライフスタイル

・自立分散型エネルギーシステム
・多様なビジネスモデル

整合、成果の反映

整合、成果の反映

技術、ノウハウ等の導
入、情報共有、協業

インフラ整備

不動産

建築物・住宅

地域活性化

低炭素化

必要に応じて範囲を拡大

施策の実現、目標の達成 経済性指標で各活動を評価

他の地域とも有機
的つながること

施策の具体化
支援の獲得

自治体が目標策定がされて、各種マスタープランと連動して作業をしているか
環境省の場合、地球温暖化対策実行計画事務事業編、区域政策編で整理される
https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/index.html

https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/index.html


目標策定 ここまでやれているか 11

（１）2050年までに、自治体に於けるCO2排出実質ゼロ達
成に向けた、再エネ導入及び低炭素化社会構築に向けた取
組の計画を策定する。

（２）地域の再エネをFIT制度を利用せず地産地消するオリ
ジナルのモデルを計画し、「脱炭素100のモデル地域」の認
定を目指す。

（３）XXX年度末までに、本事業成果を加味した自治体の
地球温暖化対策実行計画（区域施策編）を策定するための
資料を取りまとめる。



目標策定 やるべき内容 12

（１）自治体における基礎情報の収集と整理

（２）自治体の住民や事業者の意識・意向に関するアンケート調査

（３）2050年にCO2実質排出ゼロに向けた目標の設定

（４）自治体独自の地域再エネの地産地消に向けた取組検討

（５）目標達成に向けた、施策展開（案）や取組（案）の検討及びロードマップ
（案）の策定

（６）課題の整理や更に検討すべき事項の整理



（１）情報収集 13

①自治体（地区）における再エネの利用に関する現況把握（民生）

•家庭の太陽光発電や蓄電池、エネファーム等の普及状況はどのくら
いなのか？

•ZEB、ZEH、EVなどの普及率？

•大規模再エネ発電の状況や現在進んでいる計画等の把握

②統計等の基礎資料の収集整理

•人口の変動や将来予測、産業の状況等の統計的な資料

•町の環境対策等の取組の資料や実施状況・結果等

•現況のCO2排出量等の資料

•政府や産業技術の将来予測等の最新の先端資料を収集

•再エネの導入ポテンシャル量等の把握



（２）住民アンケート 14

〇自治体の住民及び事業者の、再エネ利用、省エネ活動、地球温暖化に対する関心や取組
について、意識や意向を把握するためにアンケート調査を実施。

〇アンケート調査（３カ月ほど必要）

•有効票数：住民向け１００票、事業所向け１００票 なるだけｎ＝１００以上にはする

•想定回答率：30％を想定するとランダムで３００世帯、３００事業所くらいは配布する
必要あり。

＊参考

電通意識調査＆矢野経済研究所

https://www.dentsu.co.jp/news/release/2021/1021-010453.html

https://www.yano.co.jp/press-release/show/press_id/2879

（全体概要を理解するのに使ってください）

自治体（気候ネットワーク）

https://www.kikonet.org/info/publication/localgov-survey-report-2018

宮古島の住民アンケート例

https://www.city.miyako.iwate.jp/data/open/cnt/3/11334/1/sassi_A4.pdf?2020112710
2708

https://www.dentsu.co.jp/news/release/2021/1021-010453.html
https://www.kikonet.org/info/publication/localgov-survey-report-2018
https://www.city.miyako.iwate.jp/data/open/cnt/3/11334/1/sassi_A4.pdf?20201127102708


（２）住民アンケート 設問内容 15

・家族構成、住居形態等の基礎情報（住民向け）

・従業員規模、延べ床面積、業種等の基礎情報（事業所向け）

・再エネの利用状況及び将来の意向、導入のキー

・エコカーや公共交通機関の利用状況

・地球温暖化対策に対する意識や自主取組

・燃料種別（ガソリン、灯油、軽油、重油、電力、LPG等）の夏季と
冬季の使用量（住民向け）

・燃料種別（ガソリン、灯油、軽油、重油、電力、LPG等）の月別使
用量（事業所向け）

自治体独自に内容は工夫必要



（３） 目標設定 16

◎最終目標：2050年CO2排出実質ゼロは大前提

〇また、政府の目標である2030年のCO2排出量を2013年比46％削減を宣言していることか
ら、中間目標年としても設定して検討します。

CO2の目標値この数字を作ることが重要

☆2013年のCO2排出量：

☆2030年の目標値（2013年比46％減）：

☆2050年の目標値：実質ゼロ10 

ポイント 人口推移の計算がされているか！！（人口推計とそれに基づくCo2推計が必要）

今後の施策展開を検討する上でも削減目標を設定する必要があります。

・このまま現状の活動を維持した場合、人口減少でどの程度CO2は減少するのか？

・国立社会保障・人口問題研究所（通称：社人研）の

将来人口推計をベースに策定された、人口ビジョンのデータに基づき検討を行う。

・人口変動に伴う、CO2排出量の算定については、環境省が提供している、

「区域施策編」目標設定・進捗管理支援ツールを使用する。



（４） 独自の取り組み 17

森林吸収量をカウント出来る

・「地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（算定手法編）
（環境省）に基づき、算出可能

・日本国温室効果ガスイベントリ報告書（地球環境研究センター）のデータを用
いて原単位を算出する

参考）日本国の森林生体バイオマスとして、1ha当たりの年間CO2吸収量＝
▲0.0023728千ｔ-CO2/ha/年

これを使うと山間地域自治体は、人口減少と森林吸収量で見た目のカーボンニュ
ートラルが達成できるところが多い

積極的な再エネ導入や活用、省エネ化に関して地域を巻き込んで検討出来るかが
ポイント



（４） 独自の取り組み 参考例 バイオマス 雇用を生み循環型が出来るか？ 18

製材工場
１０万～２０万㎥工場

ＣＬＴ製造工場
５万㎥工場

CLT

ラミナー

造林業（用材搬出）

森林環境教育

エリートツリー栽培
６０年から２０年成長へ

カーボンオフセット

林業改革

大規模化

林業の路網基盤の整備

多機能中間土場などの設置

直送システムの確立

路網整備による高性能林業機械の導入

既存の原木市場の転換

大規模森林所有者から生産メーカーへ

大規模な加工施設の整備

復興、帰還事業の旗印として
ＳＧＥＣ森林認証を用いて
福島県産材を積極ＰＲ（放射能チェックされた安全な木材）

福島県森林概況

バイオマス発電・熱供
給

1万ｋｗ発電所３０００世帯分の発電

福島県森林面積：５６３,０００ｈａ、人工林：２０４,０００ｈａ CLT工場を整備すると人工林が６０年で
一回更新可能となる

森林全量利用を中心とした、５０ｋｍ産業圏内の新しい自立循環型都市の新しいモデル

避難指示解除地域などの森林から製材を開始し、森林認証、放射能チェックで安全性をＰＲ

必要森林
３４３６～6872ha/年

https://www.reconstruction.go.jp/topics/main-cat1/sub-cat1-4/syoraizo_3_siryo4_clt.pdf

https://www.reconstruction.go.jp/topics/main-cat1/sub-cat1-4/syoraizo_3_siryo4_clt.pdf


（４） 独自の取り組み 参考例 多治見モデル 地域産業を巻き込んで雇用をつくる 19

https://dime.jp/genre/1279069/

日本一電気代が安い街

たじみビジネスコンテスト（行政開催）

日照条件を利用した
地域再生エネ自給率最大化
ソーラーガレージ

地元就職者が少ない
地域問題に対応した
ユースケース

窯業観光インキュベーションや
新しい住宅の考え方

郊外型ベットタウン都市で道路交通のアクセスに頼った地方都市（車社会地方都市）
ベットタウン都市でもあるため、地元企業への就職者が少なく慢性的な若者人手不足でもある。
再生可能エネルギーを中心に、地域課題の解決を図り地域循環を目指す。

ビジネスコンテストをすることで
若者が、地域循環共生圏を支える
ビジネスを考案。

リサイクル
窯業材料を
プラスして
ブランド化

主力産業窯業を
太陽光で焼成
(マイクログリッド)日本の基幹産業と連携した

コンバージョンＥＶ
部材は粉砕機なども検討

地域で自立し誇りを持つ若者をビジネス
コンテストで有機的につなげる

地域循環
共生圏

自律分散
エネルギー
システム

災害に
つよいまち

魅力ある
交通移動
システム

自然と繋が
るライフ
スタイル

多様な
ビジネスの

創出

Re.Juile

https://dime.jp/genre/1279069/


（５） ロードマップポイント 20

〇脱炭素化社会構築に向けた国のシナリオに合せて展開すべき、ポ
イントを3つの大きな施策を柱にして推進するような形にする。地域
特色、自治体で取組める施策にする。さらに、実施するタイミング
や時期についても検討されていること。まずは自治体で出来る

〇施策展開には、ナッジ等による行動変容等を活用した比較的安価
な取組や啓発をまず第一に実施する。住民が少し変われる

〇さらに、強化すべき取組みについては、補助金の利用や国庫補助
等の活用、国への要望等を積極的に組み合わせて検討を行う。最後
国の応援



（６） 更に検討する内容 21

〇再エネの積極的な導入について、ゾーニングの必要性や自治体が実施する独自の取組や施
策（自治体発電、自営線の敷設、自治体電力の設立等）について更に事業性評価等の今後詳
細な検討が必要な項目について、列挙し整理を行う。

都市計画との整合や配電ライセンス等の電力自由化での地域実情も整合を行う

⇒再エネポテンシャルの深堀、ポテンシャルは電力系統とマッチングしているのか？

この検討は非常に重要。投資が大きなものは無理、

〇国や地域を巻込み取り組んで行くべき課題等についても整理し、環境省等との連携を模索
する事項について整理を行う。

⇒・前提は、非FITであること、地産地消もしくは自家消費スキーム

（それを担保する地域電力や自治体電力）

・RE100電源は、企業立地を考慮する。地元企業優先に給電、

このRE100を強みに積極的に企業誘致

RE100でないが、デジタルを中心に企業誘致例：会津若松

https://www2.panasonic.biz/ls/solution/town/works/smartcity-AiCT.html

（会津は元々地熱、水力でRE100に近い場所でもある）

・地域新電力はVPPアグリゲーションなどの機能を検討すると更に良い

https://youtu.be/kfLUXVY1zME

https://www2.panasonic.biz/ls/solution/town/works/smartcity-AiCT.html
https://youtu.be/kfLUXVY1zME


じゃあどうやって？？地域の実施体制を支援するソリューションの中心ソーラーガレージ 22

地域の公用車やEV化の推進 →再エネ設備の導入（PPA）→ 地域ポイントなどの運用

①
ニーズ課題&
強み機会の把握

②
事業政策
企画立案

この策定
業務が重要

EV 地域の足である小型車両のEV化

ソーラー
ガレージ

BaaS

MaaS

マイクロ
データセンター

EV移行コンサル

EV車両メンテ

ソーラーガレージ
設置場所検討

ソーラーガレージ
設置

バッテリー
マネジメント

バッテリー
流通

クラウド

コネクテッド

CO2ゼロで供給できる仕組み

不動産（場所）は5G基地局
不動産価値の工場

↓
自動運転等に必要な
マイクロデータセンター
設置位置（エッジ処理）

ブロックチェーン技術

バッテリーの
マルチモジュールコントロール

車両予約

電子キー

ドライバーモニタ

CAN

③
実施体制
事業資金

④
合意形成
計画策定

⑤
実施

進捗確認

EVシェアリング
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EV 地域の足である小型車両のEV化

ソーラー
ガレージ

BaaS

MaaS

マイクロ
データセンター

EV移行コンサル
EV車両メンテ

ソーラーガレージ
設置場所検討

ソーラーガレージ
設置

バッテリー
マネジメント

バッテリー
流通

クラウド

コネクテッド

CO2ゼロで供給できる仕組み

不動産（場所）は5G基地局
不動産価値の工場

↓
自動運転等に必要な
マイクロデータセンター
設置位置（エッジ処理）

ブロックチェーン技術

バッテリーの
マルチモジュールコントロール

車両予約

電子キー

ドライバーモニタ

CAN

自動車メーカーの領域になり
通常ではなかなか交渉しずらい領域

提案

提案

提案

EVシェアリング

提案
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地域の足である軽トラックのEV化 → 進化

チャージングポイントの可搬式・独立式 → 進化

マンションや商業施設等での
一括受電での
シェアリング含めた新たなソリューション
自転車のバッテリー充電やEV充電サービス

レジリエンス
災害時防災拠点での電池の利用

蓄電池をマルチで
使えることによる
新たな商売の切り口

ゼロドライブチャージャー
としての進化
交通接続点の新たな形

アップデートが出来る提案俯瞰が重要

循環を見据えた
新たな設計の
考え方

FDS設計
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１個のリソースは非常に小さいが、コネクティッドや連合学習機能を使い全体を管理することで、非常に大きな地域循環の仕組みとなる

[ 系統電力網 ] [ ソーラーガレージ×可搬式バッテリーによる地域循環 ]

出力抑制

売電取引

地域の自動化、エネルギーを管理
する少人数で運用可能なクラウド

90%

75% 50%

定置型
交換式バッテリーステーション

可搬式バッテリー
搭載EV

40%

新たな電力取引
（EaaS）

多様な
モビリティ展開

レジリエンス
拡張

地域でのエネルギー流通手段の多様化、

非系統電力網でのエネルギー交換を促進

ゼロドラチャージャー

災害時におけるエネルギーの

保存手段として、電力を貯める

設備を設置

デジタル通貨

リサイクル取引
（BaaS）

2 次利用

3 次利用

農業などの一次産業のエネルギー再構築、
インフラ構築が容易でない場所

[ 将来的構想]

エネルギーの時間調整
による効率化とコスト低
減
農産物の高付加価値化

[ 低電圧EV ]

[ 高電圧EV ] ４輪駆動

人手不足を解消する
ロボット化

セニアカーと
EVバイク、ロボ搬送と構造を共有化

ロボット・AI・電化農業

FDS設計

MMC技術
AIセンシング技術

One Connect技術

連合学習機能

連合学習機能：経験則だけやり取りをする学習
MMC技術：モジュラー・マルチレベル変換
FDS設計：ファンクションドメインシステム
One Connect技術：モビリティ×エネルギーを少人数オペレー
ション出来る技術

可搬式バッテリー
で変わる街

移動グリッドの誕生

IOT融合による
６次産業化

軽トラと郵政ＥVは同
じシャーシです

提案俯瞰図には地域の課題解決が見えてくる



ソーラーガレージ 26

ソーラーガレージ

駐車台数：4台（×２＝８台もあり）
充電台数：１台（初期は不要）
蓄電池オプション
構 造：アルミ
仕様触媒：330W
パネル枚：36枚
最大出力：11.88KW
調整出力：9.9KW（過積載）

面積 およそ 60㎡

2025年をメドに5G
（ミリ波）の基地にもなる

４台タイプのソーラーガレージを標準としてライナップ

15年契約PPA ・・カーボンニュートラルのわかりやすい実施例として
→EV管理含めてビジネス化

15年契約PPAに目が行きがちだが、
基本は、売り切りや補助金タイプが先行する



カーボンニュートラルの観点から自治体のRE100などに合わせて 27

自治体再エネ義務化への政府指導の流れから

環境計画政策検討

◼ 自治体保有の「公園」にレジリエンス観点で設置

◼ 自治体保有施設「小・中学校」「公民館」「市営病院」

の駐車場へ“ソーラーガレージ”を波及展開

設置場所：公園・庁舎・小中学校・公民館など
災害避難場所になっている自治体保有施設/土地

自治体保有施設公園・駐車場から地域へ波及展開

エネルギー会社

【自治体】
ゼロカーボン政策

電力会社PPAビジネスで地域の地産地消電力へ

“市民”サービスの拡充を視点に

【再エネ・レジリエンス対策パッケージ化】

エリアマネージメントサービス

RE100電力供給

EVカーシェアサービスも

セット化することで更に再エネ化加速

自治体施設 企業/集合住宅 住宅



さらに提案したい内容 ： 目指したい姿 28

必要な移動手段をかんたんに選択できると個人も街全体ももっと快適に

♪

♪

♪
♪

♪
♪

♪
♪

♪

従来型＜マイカー中心のくらし＞

各自がマイカーを運転→街中がクルマで渋滞、遅延発生、駐車場不足、ガソリン消費で環境にも悪い

移動シーンに応じて多様なモビリティから選択して、効率良く便利に移動。環境にもお財布にも優しい

目指す姿＜人中心のくらし＞



サービスの方向性 29

バラバラだったモビリティの予約システムを一元化するアプリ

シェアサイクル シェアバイク(仮) 電動キックボード(仮)カーシェア

24h 利用可能

自転車・自転車からスタート！（利用状況に応じて新しい乗り物を追加予定）

オンデマンドバス(仮)

物理キーの受け渡し不要

NEW APP!



サービスの方向性 30

移動を通じて地域・街の活性化を目指します ： 自ら実践

継続的な改善サイクル利便性向上

利用状況を把握
サービスへのご意見

予約システムを
一元化

新たなサービス
乗り物・拠点追加

エリア活性化

②モビリティW G
活動レポート

（タウンポータル活用）

伝える

①班単位の意見収集
仕組み化

（防災班活用）

聞く

③住民参加ワークショップ

話し合う

自転車や自動車部品などを作るパナソニックと協業



EVの価値を最大化するために 31

「移動価値向上」✕「停車価値創造」✕「再エネ電力利用拡大」

一般的なEV導入

ガソリン車 EV

環境対策、静かで乗り心地もいい！

でも・・・

複数使用者がいると運用が大変！

・充電量と充電時間確保の管理

・充電コネクタ接続を忘れて使えない

コンセプト

移動する価値
EV車両
DX管理

物理鍵管理からの開放

車両予約のアプリ化

走行距離可視化

シェアして利用

利便性
向上

コスト
ダウン

停車中の価値

スマート充電

EVバッテリー活用
エネルギーマネジメント

利便性
向上

コスト
ダウン

試算効率
UP

再エネ
有効活用



ＥＶ導入 ・・ ソーラーガレージと一緒に検討すると更に！！ 32

EV
導入準備

ベースの信頼

◼用途に合わせた車両選択

◼契約関連（リース／購入）

◼保守メンテナンス

◼補助金活用 など

◼普通充電器／充放電器／急速充電器

◼用途に合わせた必要な充電出力と車両の対応性

◼災害発生時の防災利用方法

◼補助金活用 など

◼設備側の能力

◼設備設計検討／工事

◼補助金活用

◼防災利用時の設計・運用

◼電力契約見直し など

◼車両管理のデジタル化

◼充電器等設備管理のデジタル化

◼充電（放電）マネジメント

◼充電（放電）遠隔制御 など

導
入

運
用

DX

EVの導入・運用には、事前に各項目への目処を付けて検討することが重要

ポイント
ここは書類が
作れるか



個人・法人所有の駐車スペースを

無償賃貸し、ソーラーガレージと

EV用充電設備を無償貸与。

余剰電力を、たじみ電力が利用して

コストを回収。

●多治見市85箇所に設置

（設置待ち 約90箇所）

事例紹介：地域からできるビジネス化を推進（電気工事店でも可能な推進方法）

地域の電気工事会社（株式会社エネファント）が地域新電力（たじみ電力）を設立。
事業提案・受注を行う
再生可能エネルギーによるEV導入推進と、通勤車が必要な若者を支援して企業の人材確保を後押し。

33

https://dime.jp/genre/1279069/

https://www.youtube.com/watch?v=Nzf88VmOcTE

導入契約した法人の駐車スペースに

ソーラーガレージを設置して29歳以下社員に

月額約2万円でEVをレンタル。

ガソリン・車検代不要。

残りの費用は企業が負担するが、

優秀な若者を採用する後押しに。

●日産リーフ計12台

●トヨタC+pod 約40台（2021年）

20年間にわたって電気代とメンテナンス

費が無料になる、建売住宅向けの

フリーエネルギーサービス。

太陽光・蓄電池・エコキュートを

無料設置し、遠隔制御により消費電力を

最適化。電気代は余剰電力の売却益や

建設会社からの協力金でまかなう。

●約10棟建設予定（2021年）

事業モデル 1

ソーラーガレージ

事業モデル 2

働こCAR

事業モデル 3

フリエネハウス

個人・法人所有の
駐車スペース
（空地活用）

資金

金融機関より自社調達

無償賃貸

コスト回収

発電した電力を

余剰売電
無償貸与

EV車両用充電設備
ソーラーチャージャー

U29社員に
EVを貸与

EVレンタル利用契約

ソーラーチャージャー設置

働こCAR導入契約

出社時は
ソーラーチャージャーで充電

https://dime.jp/genre/1279069/
https://dime.jp/genre/1279069/
https://www.youtube.com/watch?v=Nzf88VmOcTE


話し合ったポリシースキーム 34

• どのような経営方針で何をどのくらいやるのか？

• 明確な経営方針なくしては「社員」は進めない

会社の姿勢

• 思いが形になのには「強さ」が必要です。

• キーワードは「そのスキームは新しい」のか。

モノを売るのではないサービスを売る
• 物を売るのではない

• サービスを創り出す

新しいスキーム

• どんなに良いサービスでも社会的に意義があっても

• 社会から受け入れられて初めて成立する

社会的意義

今一度、チェック

• きめ細やかに進める

• 立体的に仕事の細部まで見落としがないかチェックする

フレーミング

• なるべく高い所で全体を見渡し

• 遠い未来を無理やりみる

• 人的量・資金量・時間軸・社会情勢・消費状況・協力業者などなど

• 数々あるパズルを立体的に組み上げる

始める

俯瞰的

立体的

数字

思い

サービス

意義

チェック
• 始めたら止められない 70％成功の見込みがあれば始める

• だからこそ再度・今一度チェックする



コミュニケーションの考え方 35

地域とのつながり 公共とのつながり 定期的な情報発信 企画商品の連打１年に１回

地域のためとレジリエンス 来ると新しいこと考えている

大型媒体は使わない：FB、インスタ、チラシ、訪問でやり抜く

＊公共は少しの赤字でも取る・・リターンが大きい



成功の柱 結果ですけど・・緻密な地元マーケティングとわかりやすいコンセプト 36

資料には書いてませんが
①元々地元のルーフトップ太陽光設置電気工事店東海地区No1
②ソーラーガレージは、２年前から事業として始める。働こｃａｒとセット（はたらこか・・方言）
③始める前にgoogleマップでおよその発生率を推察 (非常に粗い事業設計です）

多治見人口 １０万人 → 電力口数 ５万口
マップで確認すると２５０カ所程度から４００カ所程度ありそうと判断 発生率 ０．５％と推定
（大都市近郊では、電力口数に対して、０．３～０．５％と推定していたのでおよその発生はOKと判断）

④自身の与信枠は、１億円と想定 ２００万円×５０セットが年間限界 これを５年から１０年つづければいい。
⑤実績的には、８０件／年施工ベースでおよその待ちが５０件程度で推移
⑥PPA運用するものと事業収支性が悪いものは、営業トークで自己所有に変えてもらう努力をする
この判断が重要、google等と会社情報・不動産情報を見て判断する。

⑦WEBとLINEで０次判断、冷やかしや日照が悪いところを省き、アポインター（若手社員）と
クローザー（社長・番頭）に分かれて活動。

⑧社長・番頭は、判りやすいコンセプトで説明
・地域循環 → 多治見発とか多治見のためという これらは国のデータなどで説明を補完
・エネルギー自給自足 → つくる、くばる、ためる、を最短につなげる

太陽光エネルギーは無限だし全体量は多い 環境省の地域循環共生圏で説明
誰もが判りやすい地元の言葉や事象で表現し説明する。インスタ、SNSをうまく使う

⑨わかりやすい表現を具現化させたモノを年に一度くらい見せる（年に一度新たな話題を作る）
・ソーラーチャージャー（２０１９） ： https://project.nikkeibp.co.jp/mirakoto/atcl/design/2/t_vol46/
・フリエネハウス（２０２０） ： https://kaden.watch.impress.co.jp/docs/news/1296891.html
・ＥＶシェア、コンバージョン（２０２１） ： https://japan.cnet.com/article/35179482/

⑩メディアはWEBメディアを中心に掲載させる。新聞等は補完と考える
検討する人はWEBの記事を信頼するし、絶対に読むので。新聞は一過性でしかないので補完と考える

⑪補助金はもらわないが、逐次情報は、国会議員や霞が関に情報提供をする。
補助金ロビーはしない。あくまで政策提言ロビーをする。出来る限り規制緩和や困った内容を明確に国に伝える。

⑫国の方向性には背かない。補助金を貰わないが、同じような方向性で実証でなく地域実装すると言い切る努力
⑬地方行政にも補助を貰わず、応援のみもらう（災害協定とか場所の優遇とか）→ 公認でやる

https://project.nikkeibp.co.jp/mirakoto/atcl/design/2/t_vol46/
https://kaden.watch.impress.co.jp/docs/news/1296891.html
https://japan.cnet.com/article/35179482/


２０２１年の取り組み わかりやすくモノにしていく みんなの疑問を答えに変えていく 37

シェアモデルコンバージョン＝修理が出来る

大変なのはメンテ → 地元の自動車整備工で組み立てられる
足って・・・自転車も含めて考える
系統でやりたくない。自立電源でやる
スマホで１IDで予約出来たらいいよね

EV車 組み立ては出来るけど、実は中国では無理と理解出来る
実は車の剛性や総合コントロールなどは難しいので国産しか無理

やってみるからわかることが営業トークになり、やっていけるようになる

地域の足
軽車両



EaaS・BaaS
環境に優しく、賢い電気の利用

MaaS
自由に移動する喜び

ソーラガレージ

電動アシスト
自転車

再生可能エネルギー拡大

生活が変わる
豊かになる喜び 生活が変わる・豊かになる喜びをカーボンフリーで提供

電動二輪車

軽トラ

商用バン

定置型バッテリー
ストレージ
ステーション

スマート
水素ステーション

脱着式可搬
バッテリー

双方向充放電器

充電ステーショ
ンユニット 定置型

分散発電

住宅PPA

多治見実証 宮古島実証

バッテリー共有化 配送ロボット

バッテリー
共有化

コンバージョンEV

目指したい姿 38

ソーラーガレージ・次世代EV（コンバージョンEV）・可搬式バッテリーによる脱炭素と地域循環



社会的背景 地方自治体の課題は、地域の足の確保 39

地方自治体の課題 → 地域の足の確保 ： ガソリンスタンドに変わるモデル
脱炭素であること、ＥＶにしたい！！

この条件で車を設計すると → 小型EVになっていく、シェリングになっていく

実情からすると → 運用 ： ちょいのりでほぼ毎日走っている
１回あたり１０～２０ｋｍ（平均走行距離は、月３００ｋｍ以内）

小型化したEVと肝心なのは、取り換えできる電池。出先で交換できる充電済みの電池

上記には、皆さん疑問が残る？？
肝心なのは、その先を提案できるか？

取り換え出来る電池の要件 ： 人手で交換が出来る
１ｋｗｈ（８～１０ｋｇ）： ビジネスバックの重さ
２ｋｗｈ（１５～２０ｋｇ）：キャリーケース
欧米では、４ｋｗｈサイズもあり

１ｋｗｈにすることで、セニアカー、原付、１２５ｃｃクラスバイクまでの動力特性が実現
（現状は、１ｋｗｈだが、これだと運用はかなり難しい：実質現状の３００ｗｈクラスで１ｋｗｈを実現する技術）

機材としては開発可能。コンバージョン化で実現可能
のこりは、サービスエリアに充電した電池を設置して、需要に合わせてステーション構築が出来ることが重要
観光地や色々な場所が想定されるが、需要変動があり、この場所の臨機応変な対応が重要

本当にみんなシェアリングしたいの？？



40ＥＶ化簡単に言うと 考え方大きなコンセプト

日本には ６０００万台を超える乗用車があるが 、一日の乗用車の平均稼働時間は５％程度と少ない 。そ
のため、それ以外の空き時間は大いに利用するポテンシャルがある。将来、すべての車が ＥＶになり系
統で利用可能（Ｖ２Ｇ：１台当たり ４０ｋｗｈ、６ｋＷ と想定）と想定すると、 ＥＶが供給できるパ
ワーは ３６０ＧＷとなる。これは、２０１５年の日本の最大電力 １５３ＧＷの２．４倍、年平均発電電
力１０１ＧＷの３．６倍である。

また、満充電時の際のバッテリーの保有エネルギーは ２４億Ｋｗｈと、日本の１ 日の平均消費電力量 ２
５．４億ｋｗｈ（２０１５年）に相当する。つまり、ほぼ丸 １日ＥＶ によって日本全体に電気を供給す
ることができることになる。

仮に、この容量の大型蓄電システム（２５．４億Ｋｗｈ）を導入しようとすると１７０ 兆円（２０１７
年の大型蓄電池システムのコストは６３１ドル／ｋｗｈ）の投資が必要となる。
つまり、ＥＶのバッテリーを活用することで、自然エネルギーへのシフトに必要な蓄電コストを大幅に削
減することが可能となる。

自然エネルギー財団資料より

地域の乗用車数＝地域の電力量＝地域の活動量 → 地域で循環させればいい

ということは、駐車場に屋根をつけて、チャージンポイントにすればいいし、
それを建築物とつながればいいし、レジリエンス等を考えて可搬式にすればいい。
実際的には、Ｃｏ２フリーの電源なので系統から切り離して循環させればガソリン代同等で循環が可能
→ これを疲弊する地域で循環させられないか？地域循環共生圏



41脱炭素簡単にいうとエネルギー目線コンセプト

地域の会社が、
地域エネルギーの「創る」「配る」「蓄える」を、地域内で最短で繋ぎ合わせ、
脱炭素に向けた再生可能エネルギーの最大化・地域循環共生圏を構築していく。

創る

配る

蓄える

・自立分散型電源ソーラーチャージャー

PPAモデルとして実装

・地域電力による電力供給
・地域密着型の自動車産業の育成

・可搬式バッテリー

IT
シ
ス
テ
ム
に
よ
る
ブ
ロ
ッ
ク
チ
ェ
ー
ン

系統に依存しないゼロドラチャージ

進化

バッテリーと車体を分離させて、
地域でメンテ運用出来るようにして、地域で再エネと組み合わせる

コンバージョンとFDS設計

蓄電池が地域の色々な車両でマルチに使える
新たな価値の創造

地域で運用可能でしかも自動運転まで
目指したアップデート可能なクラウド

バッテリーのサイズ変更
小型化・高容量化

発電効率向上

進化

バッテリー進化に対応できるMMC



俯瞰してみると・・・ 42

EV普及による設備増強
はどうしたらいいのだ
ろうか。自由化の中で
コストONは難しい

ガソリン税でインフラ
維持されているけ
ど？？

小規模・地域でのマー
ケットをどう取り込め
るだろうか？

低コストで柔軟かつ需
給バランスを維持でき
る電源はどう確保でき
るだろうか

現在の２倍の電力需要
があるEVはどうしたら
いいの？？

顧客の要望に沿った
充電設備位置って

車含めて、低コストで
使いたいよ！！

メーカーのｻｰﾋﾞｽ・価値ってなんだろ
う？？



俯瞰してみると・・・ 43

コントロールが
前提になるので
実証する場合、
PPAやTPO
など新しい仕組みが必要

今までの色々な実証を見ると
ＥＶの場合、４０から６０ｋｗｈの蓄電池を満充電にせず、
半分程度で運用する手法を管理まで含めてできれば街と親和性がいい
ハイブリッドの場合、現在１０ｋｗｈ（８．８）程度なので
これを２０ｋｗｈ程度まであげてもらえれば、
グリッド的にも安定仕様になるので、平準化、分散化電源に使えるようになる
ハイブリッドの場合、非常時には発電機にもなります。

低圧の逆潮流の
許可が必要
→系統につながな
くいていい

バッテリーを大きくすると重量税が高くなる。
税金などの総合的な考え方整理が必要
可搬式バッテリーを重量に含まない政策を
（今はエコカー減税で電気自動車すべてに重量税減税になっているが・・・）

どこも実証をしていない！！ 地域循環、スマートモビリティなどを
使って、セロドラチャージ、可搬式バッテリーの実装を・・・



俯瞰してみると・・・ 44

メガキャスティング
（車体一体成型）
巨大な工場・富の集中

ＦＤＳ設計
＋ブロックチェーンバッテリー
地域循環が出来る新たな仕組み

VS

日本の産業を守るか、
アメリカのベンチャーに
富を集中させるかの闘いでもある

高級車をコストダウンさせていくには優れる技法地域循環・軽車両のEV化には優れる手法



補助金 自治体だけでなく・・・ 45

新たな手法（ソーラーガレージ）の補助金 執行団体 ETA



補助金 46

自治体向けなどにはカーシェアを組み合わせた補助金もあります

その際は、Ｅフリートの紹介を行う https://www.panasonic.com/global/business/mobility/ja.html

https://www.panasonic.com/global/business/mobility/ja.html


民間ターゲット顧客 低圧ペア 電力会社切り替え市場でもあります 47

実は低圧（業務）ストックは非常に多い。

その中で昼間も稼働して、エネルギー多消費を見つければいい。

エネルギープロファイル的には
東京都
もしくは
パナソニックの以下のページ
https://www2.panasonic.biz/ls/solution/theme/energymanag
ement/zeb/case.html#tabPoint

医療・介護を中心に
その次は、
弁当・惣菜屋など昼間運用の飲食の郊外店
例えば郊外型ラーメン店などは多消費です。
（駐車場などもあります）

こんな形で探していく。

実は神話になっている
コンビニ＝高圧も実は異なります。
大手の窓口はそう思っていますが、
オーナーが多いので準大手コンビニなどを狙うのも手です。
https://iso-labo.com/labo/convenience_store.html

https://www2.panasonic.biz/ls/solution/theme/energymanagement/zeb/case.html#tabPoint
https://iso-labo.com/labo/convenience_store.html


民間ターゲット顧客 年間電力使用量が発電量を超える事業者が狙い 48

飲食店や美容室、小規模な事務所や倉庫などいわゆる業務店のお客様で駐車場があること

カフェ
２６０００ｋｗｈ／年
９３万円／年

レストラン
３１０００ｋｗｈ／年
１０５万円／年

美容室
１４０００ｋｗｈ／年
５０万円／年

歯科医
２３０００ｋｗｈ／年
７５万円／年

内科クリニック
３３０００ｋｗｈ／年
１０６万円／年

アパレル
２１０００ｋｗｈ／年
６５万円／年

オフィース
勤務人員５名以下規模
１００００ｋｗｈ／年
３５万円／年

勤務人員１０名程度
２００００ｋｗｈ／年
７０万円／年

雑貨屋
３７０００ｋｗｈ／年
１１０万円／年

発電量年間１００００ｋｗｈ（４台）と想定してそれ以上の電力使用量があるお客様がターゲットになる


